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【機会としての地域脱炭素】

Introduction
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（出所）国立環境研「日本の温室効果ガス排出量データ」https://www.nies.go.jp/gio/aboutghg/index.html#e

日本の2022年度GHG総排出量（確報値）は11億3500万トンと、コロナ禍から回復に伴い増加した前年か
ら2.5%の減少。2013年比では19.3%減と過去最低水準となった。2023年度（暫定データ）も同様の傾向。

2050年CNのインパクト



不確実性の時代とシナリオプラニング
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(出所）キリンホールディングスホームページhttps://wb.kirinholdings.com/about/scenario/



第7次エネルギー基本計画（2025年2月18日閣議決定）
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• 再生可能エネルギーの主力電力化を徹底
• 地域との共生と国民負担の抑制を図りながら最大限の導入を促す
• 国産再生可能エネルギーの普及拡大を図り、技術自給率の向上を図る～

（出所）資源エネルギー庁https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/
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地域における展開と期待される効果

（出所）(株)価値総合研究所「地域経済循環分析の手法と実践」



キーワードは「リスクと機会」
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＝自社の環境負荷低減
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（出所）吉田全男「環境格付の視点」
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 規制強化への備え（カーボンプライシングによるコスト増等）

「リスク」の視点

 日々のオペレーションに隠れている「意図せざる環境経営」の把握
（「サチらない」効果の把握と見せ方の工夫）

 サプライチェーン管理強化に伴うリスクへの備え

 人材確保／事業承継への備え（ミレニアム世代の嗜好）

 省エネ（エネルギーコスト削減）の徹底とその見える化

 EMS（中小企業版）の活用したPDCA
 省エネコンサルを活用したポテンシャルの見出し
 コスト削減効果と並んで、CO2削減効果の「見える化」etc.

 適正な生産管理（SCM、在庫管理等）
 働き方改革に対応した営業業務・管理業務の効率化
 物流事故の減少 etc.
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 脱炭素のプロセスを身近な問題として理解する

 地域脱炭素ロードマップと自社事業との関連の把握

 脱炭素ドミノの集中期間に出来ることは？

「機会」の視点

 脱炭素社会転換に向けた膨大な投資がどこに向かうかの把握。
それを取引先／地域経済の仕事にするには？

 サプライチェーン管理が強化されるなかで、地元企業が 「選ばれる」企
業になるには？

「機会」への読み替えの重要性



脱炭素はビジネスチャンス！
億円

10

（出所）環境省https://www.env.go.jp/press/109722_00009.html

環境産業の市場規模推移
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【地域脱炭素に向けた取り組みの進展】

Section １
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脱炭素ドミノに向けた流れ

（出所）環境省「脱炭素先行地域づくりガイドブック（第3版）



①脱炭素先行地域
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2050年カーボンニュートラルに向けて、民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費
に伴うCO2排出の実質ゼロ（脱炭素化）と地域課題の解決の同時達成を目指す、「実行の脱炭素
ドミノ」のモデル。「地域脱炭素ロードマップ」では、2025年度までに少なくとも100か所を選
定し、地域特性等に応じた先行的な取組実施の道筋をつけ、2030年度までに実行することとさ
れている。



〇広域連携を活かした大都市モデル（横浜市）
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〇規制とインセンティブの総合的なアプローチ（川崎市）
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〇地域エネルギー会社を軸とする基盤構築（熊本県球磨村）
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②重点対策加速化事業
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地域脱炭素ロードマップ及び地球温暖化対策計画において「重点対策」として定められた以下の
取り組みに対する支援制度（交付限度額 都道府県 15 億円、指定 都市・中核市・施行時特例市 
12 億円、その他市区町村は 10 億円）。
① 屋根置きなど自家消費型の太陽光発電 ②地域共生・地域裨益型再エネの立地 ③業務ビル等
における徹底した省エネと改修時等の ZEB 化誘導 ④住宅・建築物の省エネ性能等の向上 ⑤ゼロ
カーボン・ドライブ 



〇中小企業の脱炭素経営への接続（仙台市）
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〇市産材利用の拡大と雇用創出（長野県伊那市）
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営農者育成と定住への接続（島根県美郷町）
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【見えてきた課題】

Section ２
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脱炭素先行地域フォローアップ（令和5年度）より
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合意形成

金融の活用

内発性

• 中山間地域への耕作放棄地や資産価値のない山林の活用方法として
の期待と乱開発リスク。新住民と旧住民の対立（交流人口や移住・定住
政策との矛盾）

• 地域の共有財産が外部資本により吸い上げられることに対する不信感
の払拭

地域再エネ事業のポテンシャル発揮に向けた論点

• 取れていたはずの合意が・・・

• 資金調達が想定外のボトルネック化

• 投資計画としてみた場合の熟度

• スキームの磨き上げ（PPAモデルと高齢化のバランス等）

〇金融機関との連携強化による事業性確保（秋田県大潟村ほか）

行動変容

〇地域エネルギー会社の構成（川崎市、球磨村ほか）

〇主体としての地域住民の巻き込み（飯田市）

〇営農との両立（匝瑳市、陸前高田市）

〇自治体の長期戦略・ビジョンの構成要素としての位置づけ（西粟倉村）

〇強力なコンテンツとの連携（尼崎市）

• 「行動変容の促進」の内容に具体性が乏しい



飯田市「地域環境権条例」
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地域公共再生可能エネルギー活用事業として27事業を認定

飯田市再生可能エネルギーによる持続可能な地域づくりに関する条例

 地域資源である太陽光や小水力、木質バイオマス発電の持つポテンシャルを、
地域全体で有効していくための仕組み作りとして施行（平成25年4月1日）。

 まちづくり委員会や地縁団体等が地元の自然資源を使って発電事業を行い、売
電収益の一部を、主に地域が抱える課題解決に振り向ける（裨益）事業を、飯
田市との協働事業に認定して支援（審査委員会による公益性と経済性に関する
審査と助言）。

 住民の団体が自ら事業を行うことが困難な地域では、そうした住民団体が、他
の公共的な団体や、市民益に配慮して公共活動を行う企業と協力して発電事業
や再投資を行う事業も支援対象。

※条例本文 https://www.city.iida.lg.jp/uploaded/attachment/10.pdf



事業活動報告会による成果や課題の共有
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（出所）飯田市ホームページhttps://www.city.iida.lg.jp/site/ecomodel/kankyo-kenjourei.html



再エネ発電量実績の報告と「裨益」の具体像の提示
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• 契約終了時の設備所有権譲渡と撤
去費用問題をどうするか？

• 竹林伐採費用等のコストが高騰！
• 活動を永続するための後継者確保

etc.

（出所）飯田市ホームページhttps://www.city.iida.lg.jp/site/ecomodel/kankyo-kenjourei.html
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長期構想の構成要素としての位置づけ（西粟倉村）
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ソーラーシェアリングのノウハウ蓄積と横展開（匝瑳市）
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「営農強化型ソーラーシェアリング」の追求（陸前高田市）
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求心力あるスポーツと連携した啓発（尼崎市）



地域金融機関との連携による事業性確保（秋田県大潟村）
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 一種の戦略アセスメントといってよいかもしれないが、再エネプロジェクト
に関して、環境分野に限定した事業実施段階の手続き面の評価に留めず、社
会面や経済面へのインパクトを評価する視点が重要ではないか。

 とすれば、この話は無形資産（非財務情報）評価に係るファイナンスの議論
（ESG→インパクト金融）にもつながる。

一連の論点を通してのインプリケーション

 課題解決方法を見出している事例の多くは、再エネプロジェクトを起点とする
波及効果の特定・見える化・強化に注力している。

 プロジェクトが持つ様々な外部性を構想・計画段階からより明確に意識するこ
とが出来れば、より多くのプロジェクトを成功が期待できるのではないか。



【地域再エネプロジェクトと地域ESG金融の連携強化】

Section ３
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日本のESG投資残高の推移

億円

（出所）日本サステナブル投資フォーラム（JSIF） http://www.jsif.jp.net/data

*2014年までは個人投資家向け金融商品残高のみ。2015年より国内機関投資家による投資残高の開示を開始
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ESG投資とSDGs
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（出所）GPIF https://www.gpif.go.jp/investment/esg/#b



地域との接続

 「長期投資の前提として、対象企業のビジネスモデルの長期持続可能性
を知るために非財務情報に着目する」というESG投資のロジックを伝統
的なメインバンクと企業との関係に重ねれば・・・

 真の経営課題を把握し、必要なアドバイスや資金供給を通じて支援す
ることは、自らの事業機会であるのに加え、事業基盤である地域経済
を持続可能な強靱なものにすることを通じて、自らの強化にもつなが
るはず。

 金融政策の要請「財務データや担保・保証に必要以上に依存するこ
となく、取引先企業の事業内容や成長可能性などを適切に評価する
こと（平成26年度金融モニタリング基本方針）」の含意

36

Q ESG投資の拡大は地域の中堅・中小企業に影響するか？



【環境省】ESG地域金融①
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(出所）環境省「ESG地域金融実践ガイド」
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【環境省】ESG地域金融

(出所）環境省「ESG地域金融実践ガイド」
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トランジションに向けた具体的な検討例①（広島銀行）

鋳造工程の移行→電炉化の代替策としてバイオマス燃料に着目→地域の資源賦存量分析により
牡蠣筏に着目→サプライチェーン構築の検討へ

(出所）ESG地域金融実践ガイド3.0事例集 https://www.env.go.jp/content/000212810.pdf



インパクトファイナンス
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「インパクト投資」は、社会や環境に貢献しながら財務リターンも追求する様々な投資活動の総
称。出自、担い手も多様であり、残高の推計からして幅がある（全世界で3000億ドル～1.2兆
米ドル）。日本では、2024年3月に金融庁から公表された「インパクト投資に関する基本的指針

」により、「投資として一定の「投資収益」確保を図りつつ、「社会・経済的効果」の実現を企図す
る投資」と定義されている。

PE,VCに端を発することから、インパクトをもたらす「意図」を持つ点で伝統的な投融資活動
と区別される。ESG投資と区別して、その発展形と捉える向き（環境省）と、広義のサステナ
ブルファイナンスの一類型とする見解（金融庁）とに分かれる。

要素① 重大なNIの適切な管理を前提に

環境、社会、経済のいずれかで
少なくとも一つのPIを生み出す意
図

要素② インパクトの評価とモニタリング

要素③ 評価結果、モニタリング結果の情
報開示

要素④ 適切なリスク・リターンの確保

イメージ図 ４要素

（出所）「インパクトファイナンスの基本的考え方」（出所）GSG impact JAPAN「インパクト投資拡大に向けた提言書
2019」



ご静聴ありがとうございました
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